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【坂内】本 日は 、ル イ ・パ スツー ル大学か らシ ュミッ ト学長 をお迎 え し、研究協 力のた めの 「覚 え
書」 の署名交換 をす る ことにな りま した 。今後 とも貴研究所 との密接 な協 力関係 を維持 してい きた
い と思 い ます 。既 に貴大学お よび 付属機関のBETA(経 済理 論 と応用 に関す る研究所)と は情報
交換 を行 ってい ますが 、この機会 に改めて貴大 学の概要 をご紹介下 さい。
【シュ ミッ ト】ル イ ・パスツール大学は 、科学 と医学 を研究す るフランスで も最 も重要 な大学の一
つです 。ここで は医学 ・薬学等の健康科学 、物 理 、化学 、数学等の基礎科学 、経 済学 、心理学 と言
った社会科学等 幅の広 い教育 内容 を持ち 、国際 的に高 く評価 されて いる研 究を行 ってお り、産業 界
とも緊密な連携 を保 っています 。また 日本 をは じめ、世界の70の 大学 ・研究機 関 との研究協定 を
有するな ど、高 いポテ ンシャルを持 った開かれ た国際的な大学 です 。
BETAは 科学技術 の開発 に係 る将来予測 に高度なポテ ンシ ャル と豊富 な経験 を有す る研究所で 、
フラ ンスの高等教育 ・研究者 にも経済 と研究開発管理 に関す る研究所 として責任 を負 ってい ます 。
こ こで は経済学 と経営学 の学士 、社会科学 、企 業管理 や技術革新 のための数学 、経済学 修士の養成
の他 、これ ら終 了者のための 、経済分析や経営 学の コースがあ ります 。政府機関 との連 携の一つ に
OST(ObservatoiredesSciencesetdesTechniques)との協 力があ ります 。NISTEPとO
STと は 、すで に研究協力の 「覚え書」を締結 している と聞い てお ります が 、BETAで もOST
とは科学 技術 におけるオ リジナルな研究 、開発 に関す る将来予測 に関 して協力関係 にあ ります 。
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〔坂内】 日本では今 、科学技 術系の人材問題が大 きな話題 にな ってお り、科学技術会議 で このため
の部会を設けて検 討 しています 。最近の若者はパ ソコンゲームのよ うな科学技術 の成果 には興味 を
示すが 、原理 ・原則や 機械 のメカニズムに対 してはさほ ど興 味を示 さない という科学技術離れ現象
が見 られ ます 。フラ ンスでは どうで しょうが 。
【シュ ミッ ト〕 フランスでは 、今 の ところ若者 の科学技術離 れはそれほどで もない と思 いますが 、
学生数の減少か ら科学 技術 を学ぼ うとす る人数 は減少 しそ うです 。これに対 しては 、なにか教 え方
を変える こと等 の工夫 によ り、若者が科学技術 の方 に再び帰 って くるだろ うと思 います 。もち ろん
私たち教 育者 と しての責任 は大 きい と感 じない わけで はあ りません 。私 たちの義務 は若者 に科学技
術 について興味ある世 界を示す こ とで あ ります し、そ うい う意 味では これ までは少 し努力が不足 し
たよ うに感 じます 。ですか ら教育 の新 しい方法 を開拓 し、蓄積 してい くことが重要 で、子供連 には
博物館等 を駆使 して遊 びなが ら科学 を学べ るよ うな方法 によ り、科 学技術 に親 しめるよ うに した り、
人数の減 少が予想 される学生 を科学技術の方 に確保す るために も、早 くか ら手 を打ちた いものです 。
長時間の放送で 、科学 技術以 外の分野で若者 を捉 えてい るテ レビ に対決 しな くてはな りません 。科
学技術は若者 にとっては とて も重要 なことなの ですか ら。
アメ リカの調査 では一般 的な傾 向として 、科学技術離れ現 象を とらえているよ うです し、や は り
将来は重 要な憂慮すべ き問題 にな るだろう と言 う危惧が残るよ うです 。日本ではむ しろジ ャー ナ リ
ス トが実際よ り誇張 して伝 えてい る傾 向もあ るのではないか と思い ますが....。
【坂内〕心配 しす ぎる ことはないが 、や らねば ならない事 も色 々あ ると言 うことで しょうか 。
〔シュ ミッ ト〕 フラ ンス と日本 との科学技術 を比較 してみる と、フ ランスでは全体 的に基礎科学 分
野は強い 。ただ技 術的な分野 が弱いよ うに思い ます 。今後は 、もっと工学 ・応 用を研究す る方面 に
も力 を入れる必要 がある と考 えてい ます 。この意味か らも、何 が若 者を引 きつけるのか 、何 に科学
技術の興 味を見いだす のかを見つけ 、出来 る限 り初等教育の段 階で若者 を引 きつ けて しまうことが
重要です 。今 、研究室 では何 が行われてい るの かを見せ ることも重 要なこ とだと思 います 。それで 、
来年度か ら年2回 ほど研究室 を開放 して 、私た ちの研究を公開 しよ うとしています 。
【坂内】人材問題 の一環 として 、日本では未だ女性労働力が十 分 に活用 されてお りません 。就職後
に、結婚 や育児 によ り仕事 を離 れた女性が再度能力 を活かす道 が欧米 よ り狭 いようです 。女性の能
力を もっと活用すべ きだ と思 っていますが 、この点 フランスの状況 はいかがですか 。
(シュミ ッ ト〕フラ ンスでは失業率が上が り、いったん退職す る と再雇用 され ること自体が困難 に
な ってい ます。女性 の労働力率 は 、フランスで も時代 によ って違いがあ ります 。1950年 代頃は 、
20歳 代 で鋭 いピー クが生 じ、その後急速 に下降 し、30歳 か ら40歳 位 までの間 、緩 やか に減少
した後 、40歳 代後半 か ら50歳 代で緩やか に増加 し続ける 、いわ ゆるrM」 字型のパ ター ンで し
た 。最近 の10年 を見ます と、ピー ク間の底辺が上が って きて 、全体が緩やか な台形 とな ってい ま
す 。日本 の場合 にはこのようなパ ター ンと違 うのではないです か。
〔坂内】 日本の場合 は、20歳 過 ぎで一つのピー クがあ り、30歳 過 ぎで労働力率が減少 して 、4
0歳 か ら50歳 位 までが緩や かな2っ 目の ピー クとな り、rM」 字型 とな って います 。全般的 に日
本では欧米諸国 よ り労働力率が下 回 ってい るよ うです 。
次に技 術予測調査ですが 、今 、フランスではデルフ ァイ法 によ り第2回 目の アンケー トの集計 を
行 っている由ですが 、早 く結果が得 られ 、日仏間の比較が 出来 るこ とを楽 しみ に してお ります。 と




意志決定 メカニズムの解 明」の課 題 については ドイツ側 の専門家が課題 実現の阻害要 因 として、文
化的要因 を非常 に強 く指摘 してい ますが 、 日本 の専門家 はそれほ どで もあ りませ ん。このよ うな文
化的要因 と科学 技術 の関係 についてどのよ うに考 えますか 。
〔シュミ ッ ト】フラ ンスの結果 は ドイツ の もの と大 きな差がないよ うに思 います 。フラ ンスで も脳
の研究 とか 、人間の行動 とか の研究 は倫理の問題があ るところか ら、法で規制すべ きとの議論があ
ります 。一般 的 に、人 間行動が医療専門家等か らコン トロール されて しま うことへの危倶があ り、
EU諸 国で も懸 案課題 となってお ります 。 ドイツは特 に歴 史的 背景 もあ る国ですか らそ のよ うな調
査結果が 出たの だと思 います 。
【坂 内】最近 日本では 、政権交代 によ り生活 関連の施策が重要 との指摘が為 されています。私 ども
の研究所で も、個人の 内的な面 にも目を向けた生活関連科学技術 というもの に取 り組 もうとしてい
ますが 、フランスでは このよ うな研究 の状況 はいかがですか 。
〔シュミ ッ ト】 ヒューマ ン ・サイエ ンスを中心 とした 、学際的なアプローチになるか と思 います 。
フ ランスでは 、宇宙 、原子力 とい った先端 分野 の産業は強いのです が 、生活者 レベル と言うこ とに
なる とかな り問題が あ ります 。ただ 、通信分野 においては この ところ発展 してきてお り、 ミニテル
(テレックス端末)が 各家庭 に普及 し、生活の 中の情報化が普及 しています 。最近では各家庭が こ
れを使 い始めたせ いか 、銀行へ行 く回数がだいぶ減 っているよ うです 。カー ドやパー ソナルチ ェッ
クを使 うか 、現金 を使 うかは国民 によ って好み が違 って きているよ うです 。欧州内で も、例えば ド
イツ人 は クレジ ッ ト ・カー ドを殆 ど使い ませ ん。 このよ うな文化的要因 も、生活 関連科 学技術 と言
うこととなると 、大 きなポ イン トで しょう。生 活者重視 ということで言えば 、豊 かな生 活空 間(景
観)を 求め るため に、 リヨンでは 、高層住宅 を取 り壊 し、低層で景観 に悪 影響 を与えない街づ くり
を行って います 。そのため 、電車 か らの眺 めも良 くな って きま した 。もともと、生活関 連科学技術
というのは 、大型プロ ジェク ト志 向の科学技術か ら、生活 に密接 に関係 した科学技術 とい う視点で
捉 えられ るのではないで しょうか 。
ところでNISTEPで は 、研究成果は どの ように活用 されてい ますか 。政治家 に対す る働 きか
けな どは_.。
【坂 内〕研究成果 はNISTEPレ ポー トと して刊行 してお り、誰 で も入手す ることが 出来 ます 。
重要 な レポー トは科学技術 に関係 の深 い国会議 員な どに直接説 明に行 った り、関係省庁 や大学 、民
間企業 に も広 く配布 しています 。これ らの働 きかけな どを通 して私 たちの レポー トが科 学技術の政
策 に寄与 していると考 えてい ます 。また 、科学 技術庁 との間で定期 的な人事交流 を行 ってお り、当
研究所で得た知 見や これ らの研究成果を科学技 術庁で の政策の立案 に活か して行 くなど 、ノウハウ
が行政 に活用 されてお ります 。
(本記事 は、フ ランス 「ルイ ・パ スツール大学 学長」が本研究所 を訪問 した際の対談 内容を基 に、
当該学長の許可 を経て 、政策研ニ ュース用記事 に した ものです 。)
(メモ)ア ド リア ン シ ュ ミ ッ ト教授
1938モ ー ゼ ル 生 まれ 。
1972ル イ ・パ ス ツー ル大 学 で 博 士 号(物 理 学)取 得 。
1992一 ル イ ・パ ス ツー ル大 学 学 長 。('94-一フ ラ ン ス大 学 協議 会 副議 長 。)
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1.最 近 の 動 き/CurrentTopics
○ 主 要 来 訪 者 一 覧/ForeignVisitorstoNISTEP
10/5(水)Prof.RogerR.Possadas(国 立 フ ィ リ ピ ン大 学 デ ィ リマ ン 校 学 長)
/21(金)Prof.AdrienSchmilt(フ ラ ン ス ル イ ・パ ス ツ ー ル 大 学 々 長)
/27(木)Miss.AlessandraStagliano(イタ リ ア ボ ッコ 一 二 大 学)
○講演会等/LecturesatNISTEP






















経済学 の世界では技 術を何 らかの形で捉 える ということが 、長年 の懸案 とされて きま した 。ロバ
ー ト ・ソローとい う経 済学者 は1961年の論文で 、生産関数の中 に技 術的な シフ ト要 因を入れ ること
によって技術の貢 献度を測 ってみ るという方法 を、アメ リカのマ クロ時系列デー タを用 いて初 めて
試み ま した 。ソローは 、労働 、資本 とい ったイ ンプ ッ トと技術が 、GNPの 成長率 に対 して各 々ど
れ位寄与 したか を計測 したのです が 、その結果 は資本 と労働の寄与 率が約20%、技術の変化 による
寄与率が80%位とい うもので した 。それまでの経済学の理論の中では 、労働 とか資本が メイ ンのイ
ンプ ッ トと して考え られていたの に対 して 、この計測で は成長率の80%もの部 分がいわ ばブ ラ ック
ボ ックスの中で説 明されて しまっている という意 味で 、極めて驚 くべ き結 果だ ったわけです 。そこ
で 、技術進歩を表す全要素生 産性(TotalFactorProductivity:TFP)の成 長率 とは 、どのよ うにす
れば よ り正確 に計測で きるのか ということが 、その後 の議論の一つの柱 とな ります 。
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もう一つ 、技術を経 済学 的 に捉 える方法 として 、レオ ンテ ィエ フ という学者の産業連 関分析 によ
るアプロ ーチがあ ります 。レオ ンテ ィエ フの発想 は、ソローが考えた ようなマ クロ レベ ルの話では
な くて 、～国全体の様 々な商 品を 、その商品の生産 に対応 した技術 を前提 として考える とい うもの
です 。今 日は 、産業連 関表 の中で技術 を考 える ときに、それ とTFPの 概念が どのよ うに結びつい
て 、一国全体の技術体 系が捉 え られるのか とい うお話 を したい と思い ます 。
2.産 業 連関分析か らの接近
産業連 関表 とい うのは 、非 常に模型的 に描け ば図の ように示 され ます 。すなわ ち 、一 国の商 品が
1からnま である とした ときに、あるjと いう商品の費用構成 は 、この図の縦 のベ ク トルで捉 え ら
れ ます 。pをj商 品の価格 、xをj商 品の数量だ と考 えて頂 きます と、PjXjと いうアウ トプ ッ
トは 、いろいろな投入要素か らで きてい るとい うわけです 。投 入要 素の1つ は 、中間原材料 の投入
(中間投 入)で あ り、もう一つは 、労働 とか資本 とい った生産 要素の投 入(要 素投 入)で す 。
図 産業連関表の模型























いま第i部 門か ら 」部門へ投入 されたイ ンプ ッ トをPiXijと書 きます 。同じよ うに要素投 入に
つ いても、簡単化のため に仮 に投入 される資本や 労働 が1種 類だ として 、資本設備の レ ンタル価格
をr、 賃金 をwで 示せば 、各 々、kjr」 、1jWjと 表現 され ます 。そ して 、これ らの合計が 、
そ のアウ トプ ッ トPjXjに バラ ンス している と考えるのが産業連関表の発想です 。す なわち仮 に




これはある時 点(t時 点)に 生産 されたj商 品 につ いての コス ト ・バ ラ ンス式ですが 、これを時
点間で比較す る とイ ンプ ッ トの費用構成 に変化がみ られ 、そ こに技 術の変化が反映 され ている と考
え られます 。経済学で は 、そ うい う費用構成の変化 を見て 、その背後 にある技術 の変化 を追 ってみ
よ うとい うことを考 えるわけです 。
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3.全 要素生産性の概念
この会計バラ ンス式 を、両 辺連続微分可能である とい う前提 を置 いて時 間変化 の形 に直 し、左辺
をqjX」 で割 り、右辺 をΣPiXi」で割 ってや ります と、アウ トプ ッ トの価格 の変化 と数量の変
化の合計が 、イ ンプ ッ トの シェア(PiXij/ΣPiXij)で 加重平均 された インプ ッ トの価 格変
化の総和 に等 しくなる とい う式が導かれます 。
ここで 、加重平均 された インプ ッ トの数量 の方 を大文字のXで 表 し、φ=x/Xと 定 義 します 。
Xは いろ いろな インプ ッ トの総 合ですか ら、総合 され たインプ ッ ト1単 位 当 りの アウ トプ ッ トとい
う意味での生産性を表 す φを 、全要素生産1生と言 うわ けです 。労働 の生産性 とか資本の生産性 が 、
パ ーシャルなイ ンプ ッ トの生産性 を表す のに対 して、全体的な インプ ッ トで効率 を測 ってみよ うと
い うのが 、全要 素生産 性の考 え方 なのです 。
加重平 均 されたイ ンプ ットの価 格指数の方 を大文字 のPで 表 し、 φの変 化率 を考えてや ります と、








全要素生産性 の変化率 は、アウ トプ ッ トの変化率か ら総合 された インプ ッ トの変化率 を差 し引 く
ことによ って計測す る ことがで きるわけです 。例 えば アウ トプ ットの数量xが10%伸 び て、イ ンプ
ットの数量Xが5%し か伸び なか ったとい うこ とであれは 、そ の差5%分 だけ生産性が高 まってい
る筈です 。またインプ ッ トの価格Pが10%上 が ったの に、アウ トプ ッ トの価格qが5%し か上が ら
なか った とすれ ば、コス トパ フ ォーマ ンスか らみて 、やは り生 産性 が5%上 昇 したことを意味 しま
す 。生産性が高 ま った とい うことの背後 には 、何 らかの形で技術 の変化が あ った筈だか ら、この5
%を 技術 の変化分 と して捉え るこ とがで きるわけです 。
4.技 術進歩の計測
以上の話では 、もともと会計の コス ト・バ ラ ンス式があ って 、そ こか ら総合 されたイ ンプ ッ トの
生産性を測 るメ ジ ャーと して全要素生産性 を捉 えているのですが 、これ を生産関数論の上 に置 きか
えてみ ます と、生産者が合理的 に行動 した結果 と してのイ ンプ ッ トの配分 とアウ トプ ッ トの関係で
あ るステ ーツ ・オブ ・テ クノロ ジーの変化 を測るメジ ャー としても捉 えることがで きます 。
生産関数は産業連関表の一つ一つの商品 について考 えることがで きます し、商品を全部 アグ リゲ
ー トして一国全体で考 える こともで きます 。一 国全体 で考えれ ば中間投入 は相殺 され 、労働や 資本
の インプ ッ トだけが残 りますか ら、いわばGNPな い し付加価値の トー タル に対 して 、労働 の イン
プ ッ ト、資本の インプ ッ ト、および技術進歩率 が どれ だけ寄与 したか を計算 してやるわけです 。
ソローは 、それを非 常 にア グ リゲー トした レベ ルでや って 、80%の寄与 とい う結果 にな ったわけ
ですが 、その後 、生産 関数 論の限界生産力命題 が成 り立つ条件 につ いては 、いろいろな反省が 行わ
れています。 また一 国全体 にな ります と、産業構造の違 いを反映 した形で集計 しなければいけない
とい う形 で 、集 計論が 展開されてい ます 。
そ うしたマ クロ集計 の工夫 を行 った上で の結果 だけをご紹介 します と、我が国の場合 、1960年か
ら85年の間にお けるGNPの 成長 に対す る寄与 は 、資本の インプ ッ トが約50%、労働 のイ ンプ ット
が約20%、技術進歩が約30%位とい うものです 。また我 々とハ ーバ ー ドとの共 同研究で は 、メジ ャ
ー6一
一をかな り厳密 に定義 して 日米比較をや ってお りますが 、1960-85年の 率の技術進歩 は、日本が
2.2%、アメ リカが0.4%で、日本の方が約5借 位高 か った という結果 を得てい ます 。 しか し、絶
対 レベルで 日米 の技術格差を28部門 につ き比較 した結果で は 、日本 の方が技術 レベルが高 い部門は 、
1985年の時点で も僅か4つ か5っ しかあ りませ んで した 。技術 レベ ルは 日本の方がむ しろ低 いにも
関わ らず貿易黒字が拡大 して いる要因は 、いろいろなイ ンプ ッ トの要素価格が アメ リカに比 して相
対 的に低 く、結果的 にアウ トプ ッ トの価格 が競争力を持 って いるこ とによる ものです 。
5.お わ りに
我 々が経済学で技術 を捉え るときには 、実際 には以上 の話 よ りも う少 し細か く考 えて います 。例
えば産業連 関表 の中間投入 に着 目 して商品間の技術的な リンケージを考 え、あ る産業で起 こった技
術進歩が他 の産業の生産性 に及ぼす波及効 果を捉える ことがで きるのです 。皆 さんが研究会 の中で
お考 えにな って いる知識 ス トックと技術進 歩の関係は これか らの課題 ですが 、そ の際 、知識 ス トッ
クを一つ一つの産業の問題 と してではな く、それ らの リンケージを捉 える ことが重要だ と思 います 。
(この講演録 は 、当研究所の 「知 的ス トック研 究会」の一環 と して、本年9月14日に行 われた所 内
講演会 の内容 を要約 した もので ある。)
(メモ)黒 田 昌裕(く ろだ まさひろ)
専門分野 計量経済学(商 学博士)
1991年慶応義塾 大学産業研究所所長
1993年慶応i義塾 大学商学部長 現在 に至 る
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従来 当研究所の情報 システム は、汎用 小型 コンピ ュー タのACOS3300を メ イ ンフ レーム
として 、構 内LANに よ り結んだ システムであ ったが 、更新 の時期 を迎 え3月 に、下記 のよ うな
7
情報 システム に生 まれ変わ ることとな った 。
NISTEPの 情報 システムは 、ワー クステーシ ョンのSUNSPARCStatior1
20を サーバ と し、構 内LANに よ り、各研究 グル ープ ・調査研究 グループ に設置されているパ
ソコンを接続 したネ ッ トワー クシステム となる 。
科学 技術庁 図書館 内と当研究 所内には 、10BASE5の 回線 を設置 してあ り、デ ジ タル 回線
(NTT:INSネ ッ ト64)で つないで いる 。
LANネ ッ トワー クは 、イーサネ ット仕様 であ り、所外ネ ッ トワー ク実現 のための基盤 とな っ
ている 。
図書 館 システム もサーバ ・クライア ン ト型 のネ ッ トワー クシステム とな り、図書館業務の更 な
る高度 化が図 られる。
新 システムの構成 図は次 の通 りである。
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